
「無水石膏の製造方法及び無水石膏焼成システム」事件 

知財高裁平成２２年（行ケ）第１０２３４号事件 

 

＜キーワード＞ 

「明細書又は図面に記載した事項の範囲内」 

 

＜抜粋＞ 

願書に添付した明細書，特許請求の範囲又は図面の訂正は，願書に添付した

明細書，特許請求の範囲又は図面に記載した事項の範囲内においてしなければ

ならず（特許法１３４条の２第５項，１２６条３項），また，上記規定中，「願

書に添附した明細書又は図面に記載した事項の範囲内」とは，明細書又は図面

のすべての記載を総合することにより導かれる技術的事項であり，訂正が，こ

のようにして導かれる技術的事項との関係において，新たな技術的事項を導入

しないものであるときは，当該訂正は，「明細書又は図面に記載した事項の範

囲内」においてするものということができるというべきである（なお，平成６

年改正前の特許法１７条２項にいう「明細書又は図面に記載した事項」に関す

る知財高裁平成１８年（行ケ）第１０５６３号平成２０年５月３０日特別部判

決参照）。 

そして，上記明細書又は図面のすべての記載を総合することにより導かれる

技術的事項は，必ずしも明細書又は図面に直接表現されていなくとも，明細書

又は図面の記載から自明であれば，特段の事情がない限り，新たな技術的事項

を導入しないものであると認めるのが相当である。 

 

 そこで，訂正事項ａ（ｉｉ）が「明細書又は図面に記載した事項の範囲内」

でなされたか否かについて検討する。 

 

 まず，訂正前の「該本体の内部で該石膏廃材を３３０℃以上８４０℃以下に

加熱しながら」との事項は，本体内部における石膏廃材の加熱温度を３３０℃

以上８４０℃以下という範囲に数値を限定するものであるところ，上記当初明

細書の記載によれば，上記数値限定の意味は，原料としての石膏廃材粉末から

Ⅱ型無水石膏を生成するために必要とされる温度（３３０℃以上）を下限とし，

石膏自体の分解温度（１０００℃以上）や石膏廃材に混和剤として含有される

ナフタレンスルホン酸基の分解温度（８５０℃以上）に加熱されることを避け

るための温度（８４０℃以下）を上限とすることによって，硫黄酸化物の発生

を大幅に抑制するための数値限定であると認められる（段落【００１１】参照）。 

したがって，上記数値限定事項は，本件各発明において，硫黄酸化物の発生



を大幅に抑制するという効果を奏するために「明細書又は図面によって開示さ

れた技術的事項」であると認められる。 

そこで，このような技術的事項を，訂正事項ａ（ｉｉ）の「該本体の内部で

該石膏廃材を，該本体出口における粉粒体温度が３３０℃以上５００℃以下に

なるように加熱しながら」と訂正することが，上記技術的事項との関係におい

て，「新たな技術的事項を導入しないものである」と認められるか否かが問題

となる。 

 ところで，本体内部の温度限定を「出口における粉粒体温度」と限定するこ

とは，本体内部の温度限定を上位概念と捉えれば，当初明細書等の実施例で記

載されるとおり，本体内部に属する出口における粉粒体温度に限定するものに

すぎず，もともと当初明細書等の実施例においては，【表２】において炉出口

粉粒体温度で結果が表示されているように，本体内部の温度の特定は炉出口に

おける粉粒体温度でなされていることを考慮すると，「出口における粉粒体温

度」で限定することは，当初明細書等の記載から自明である技術的事項と認め

られるから，上記訂正をもって，「新たな技術的事項を導入しないもの」と認

めるのが相当である。 

 

 この点に関し，原告は，当初明細書等には，炉の本体内部の温度が本体出口

部の温度と実質的に同じとする記載は一切ないことや当初明細書等の段落【０

０３０】の記載を根拠に，石膏廃材の加熱温度を本体内部で規定することと，

炉本体出口の温度で規定することとは技術的な意味が異なると主張する。しか

し，当初明細書等に記載された実施例においては，炉出口粉粒体温度が４６０℃

になることを目標とした旨記載され（段落【００３４】，【００３５】），当

初明細書等の【表２】には，実施例における「炉出口粉粒体温度（℃）」が，

「４６０℃」（実施例１），「４７０℃」（実施例２），「４５０℃」（実施

例３），「４７０℃」（実施例４）であったことが記載されていることから，

本件各発明を具体的に実施する際には，炉出口（本体出口）での粉粒体温度に

よって設定温度を特定して運転条件を調整しているものと認められ，訂正前の

「本体内部で・・・以下に加熱しながら」との記載も必ずしも炉出口以外の本

体内部における最高温度領域の温度を測定することに限定していると解するこ

とはできないこと，当初明細書等に記載された実施例の加熱炉の炉出口とは，

例えば，図３の記載によれば，「３３ 本体」から「２３ 製品排出管」に通

じる「１３ｄ 開口部」として図示された箇所に相当すると認められるところ，

本件各発明においては，その構造上当該箇所が「２３ 製品排出管」の中にあ

って外気に直接さらされる所ではないこと，石膏廃材Ｍは，噴出した燃焼ガス

により本体１３の下部３ａにおいて流動化し，燃焼ガスと熱交換し，熱交換が



完了すると製品としての無水石膏Ｐに変化し，エアーランス１４を介して導入

されたコンプレッサ６からの圧縮空気Ｃにより流動化されて，開口部１３ｄか

ら製品排出管２３を介して排出されること（段落【００３０】）も考慮すれば，

エアーランス１４を介して導入されたコンプレッサ６からの圧縮空気Ｃによっ

て，炉出口付近の石膏廃材の温度が多少低くなることを考慮しても，本体出口

において測定される温度は，本体内部での加熱温度と実質的には変わらないと

みることが可能であるから，新たな技術的事項を導入したものとはいえず，こ

の点に関する原告の主張は採用することができない。 

 

 次に「３３０℃以上５００℃以下になるように加熱しながら」と訂正する点

について検討する。 

 訂正事項ａ（ｉｉ）の「・・・該石膏廃材を，・・・粉粒体温度が３３０℃

以上５００℃以下になるように加熱しながら」という事項は，本体内部での石

膏廃材の加熱に関し，粉粒体温度を３３０℃以上５００℃以下になるように数

値範囲を限定するものであるから，訂正前の数値限定の範囲の上限値を「８４

０℃以下」から「５００℃以下」に変更するものである。ところで，上記「５

００℃」という値は当初明細書等に明示的に表現されているものではない。そ

こで，上記「５００℃」という値が，当初明細書等に記載された事項から自明

であるといえるかどうかが問題となる。しかし，「５００℃」という特定温度

は，もともと訂正前の「３３０℃以上８４０℃以下」の温度の範囲内にある温

度であるから，上記「５００℃」という温度が当初明細書等に明示的に表現さ

れていないとしても，硫黄酸化物の発生抑制のための温度として分解温度以下

である以上他の温度と異なることはなく，実質的には記載されているに等しい

と認められること，当初明細書等に記載された実施例においては，炉出口粉粒

体温度が４６０℃になることを目標とした旨が記載され（段落【００３４】，

【００３５】），当初明細書等の【表２】には，実施例における「炉出口粉粒

体温度（℃）」が，「４６０℃」（実施例１），「４７０℃」（実施例２），

「４５０℃」（実施例３），「４７０℃」（実施例４）であったことが記載さ

れていることからすれば，具体例の温度自体にも開示に幅があるといえること，

したがって，具体的に開示された数値に対して３０℃ないし５０℃高い数値で

ある近接した５００℃という温度を上限値として設定することも十分に考えら

れること，また，訂正後の上限値である「５００℃」に臨界的意義が存しない

ことは当事者間に争いがないのであるから，訂正前の上限値である「８４０℃」

よりも低い「５００℃」に訂正することは，それによって，新たな臨界的意義

を持たせるものでないことはもちろん，５００℃付近に設定することで新たな

技術的意義を持たせるものでもないといえるから，「５００℃」という上限値



は当初明細書等に記載された事項から自明な事項であって，新たな技術的事項

を導入するものではないというべきである。 


